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戦後、我が国は生活水準の向上や医療の発展を通じて、世界トップクラスの長寿国となった。一方、少子化と
も相まって、我が国は人類がこれまで経験したことのない超高齢社会に突入している。これは、労働人口の減少
により、社会の活力が失われ、所得水準が低下する懸念があるのに加え、医療や年金といった社会保障の負担
が、特に現役世代を中心に重くなり、地域社会を始めとして、コミュニティ意識が希薄化するおそれがある社会
である。
ICTは超高齢社会において、パラダイムシフトをもたらす原動力の一つとしても期待されている。すなわち、

距離や時間の制約を越えるICTの積極的な利活用により、今後、高齢者の活動や生活シーンを変革し、その活
力を引き出すエンジンになるとの期待である。
本節では、我が国及び海外における超高齢社会の現状について触れつつ、超高齢社会における新たな潮流とし

て、アクティブシニアの出現や高齢者のICT利活用動向について紹介する。そして、「ICT超高齢社会構想会議」
における議論を中心とする総務省の取組について述べる。

超高齢社会の現状1

（1）高齢化の進展

ア　超高齢社会に突入している日本
我が国は、世界でも類を見ない超高齢社会に突入している。国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、

日本の人口は、2000年の国勢調査からは1億2,700万人前後で推移していたが、2020年には1億2,410万人、
2030年には1億1,662万人となり、2050年には1億人を、2060年には9,000万人をも割り込むことが予想さ
れている。一方、高齢化率は上昇することが見込まれており、世界に先駆けて超高齢社会に突入した我が国にお
いては、2025年には約30％、2060年には約40％に達すると見られている（図表2-3-1-1）。

イ　世界の高齢化の進展
長寿化とともに、世界では有史以来の人口爆発が生じている。国連人口基金（UNFPA）の推計によると、人

類の誕生した十数万年前からおよそ西暦1000年まで、人類は10億人を超えることがなかった。ところが、産業
革命以降急速な人口増加が始まり、1950年の25億人から、2011年には70億人、2050年には93億人に達する

日本の人口推計と高齢化率の推移図表2-3-1-1

（出典）2010年までは総務省「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の
出生中位・死亡中位仮定による推計結果
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とされている（図表2-3-1-2）。
その一方で、人口増加と同時に

世界規模でも高齢化率が上昇し、
2010年の7.6％から2060年には
18.3％となる見込みである。世
界に先駆けて超高齢社会を迎えた
我が国に続いて、今後は、先進国
や新興国でも高齢化が進むと予測
されている。国際連合のデータを
基に我が国と先進諸国の高齢化率
を比較してみると、我が国は
1980年代までは下位、90年代に
はほぼ中位であったものが、
2005年には最も高い水準となっている。高齢化率が7％を超えてから14％に達するまでの所要年数で比較する
と、フランスが115年、比較的短いドイツが40年、英国が47年であるのに対し、我が国は1970年に7％を超
えるとその24年後の1994年には14％に達している。このように、我が国の高齢化は世界に例を見ないスピー
ドで進行しているものの、アジア諸国、特に韓国は2005年に9.3％だった高齢化率が2060年には33.6％と、
我が国を上回るスピードで進行すると見られている（図表2-3-1-3）。 

（2）超高齢社会がもたらす課題

ア　生産年齢人口の減少
生産年齢人口＊1の減少は、我が国の潜在成長率を押し下げ、持続的経済成長に大きな影響を与えることが懸
念されている。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、高齢化の進展により、我が国の生産年齢人口は
1990年代をピークに減少の一途を辿っており、2030年には2010年比で約1,300万人が減少し、2050年には
2010年比で約3,100万人が減少する見通しである（図表2-3-1-4）。

世界人口の推移図表2-3-1-2

（出典）国連人口基金東京事務所ホームページ

世界の高齢化率の推移図表2-3-1-3

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（国際連合”World Population Prospects:The 2012 Revision”より）

２－３－１－３ 高齢化率の推移（他国との比較） 

Source : Prepared by MIC based on data culled from “World Population Prospects: The 2012 Revision” by the 

United Nations. Note that data for Japan up to 2012 is based on the “2010 National Census” by MIC.
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■ 日本の高齢者人口の割合は先進国の中で最も高く、2050年には約4割に達する勢いである。 
■ 韓国、中国を始めとするアジア諸国でも今後急速に高齢化が進み、2050年までに高齢化率が約

30％に達する見通しである。 

1 

＊1 15歳以上65歳未満の人口を指す。
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イ　社会保障費の増大
高齢化の進展により、一般会計の3割超を占める社会保障給付費は増加している（図表2-3-1-5）。国民医療
費は2008年度の34.8兆円から、2025年には52.3兆円、老人医療費も11.4兆円から、24.1兆円にまで増加す
る見通しである（図表2-3-1-6）。

日本の社会保障給付費の推移図表2-3-1-5

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「平成22年度社会保障費用統計」、2011年度～2012年度（予算ベース）は厚生労働省推計、2012年度の国民所得額は
「平成24年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成24年1月24日閣議決定）」
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成22年度社会保障費用統計」、2011年度～2012年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

    2012年度の国民所得額は「平成24年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成24年1月24日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2012年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

  1970 1980 1990 2000 2012(予算ﾍﾞｰｽ) 

 国民所得額（兆円）Ａ 61.0  203.9  346.9  371.8  349.4 

 給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.2(100.0%) 78.1(100.0%) 109.5(100.0%) 

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.9%) 41.2( 52.7%) 53.8( 49.1%) 

          医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.9%) 26.0( 33.3%) 35.1( 32.1%) 

          福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 4.8( 10.2%) 10.9( 14.0%) 20.6( 18.8%) 

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.61% 21.01% 31.34% 

109.5 

日本の生産年齢人口の推移図表2-3-1-4

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（国立社会保障・人口問題研究所　日本の将来推計人口（平成24年1月推計）より）

２－３－１－４ 生産年齢人口の減少 

生産年齢人口の推移 

■ 生産年齢人口は、1990年代をピークにそれ以降は減少の一途。 
■ 2030年には2010年比で約1,300万人減少。2050年には2010年比で約3,100万人減少。 

※生産年齢人口とは、15～64歳の人口。 出典： 国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成24年1月推計） 
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ウ　介護負担の増大
社会保障費の増加のみならず、介護負担の増加も懸念

される。厚生労働省が平成22年に行った調査によれば、
主な介護者の構成割合は、同居の配偶者や子供等といっ
た家族介護が中心となっているが（図表2-3-1-7）、今
後、核家族化の進展に伴い、平均世帯人員数は減少の一
途を辿り、2035年に2.20人になる一方、高齢者単独＋
夫婦のみ世帯割合（世帯主65歳以上）は上昇し、2035
年には68.6％になるとの予測がある＊2。このため、家
族介護以外の受け皿の整備等、社会全体で高齢者の生活
を支えていくような社会システムの整備を早急に進める
とともに、要介護者等の支援者を支援する仕組について
も構築する必要があるものと考えられる。

我が国の国民医療費の推移図表2-3-1-6

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（厚生労働白書（平成24年）、厚生労働省　医療費等の将来見通し及び財政影響試算（平成22年10月）より）
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２－３－１－６ 国民医療費の急速な増大 

資料：2009年度までは平成23年度「厚生労働白書」、2015年以降は「医療費等の将来見通し及び財政影響試算」厚生労働省保険局（平成22年10月25日）に基づき作成。 
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■ 我が国の国民医療費は2008年度において前年度比２．０％増加し、３４．８兆円に達した。 
■ 2025年度には国民医療費５２．３兆円、老人医療費２４．１兆円になることが予測されている。 

3 

＊2 国立社会保障・人口問題研究所　日本の世帯数の将来推計（平成25年1月推計）

主な介護者の構成割合図表2-3-1-7

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（厚生労働省「国民生活基礎調査」
（平成22年）より）
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超高齢社会における新たな潮流2

（1）変わる高齢者像　－アクティブシニアの出現－

一般的に、高齢者は加齢とともに、その身体機能や認知
機能が低下するといわれるが、身体機能や認知機能に若干
の衰えがあったとしても、逆に向上する能力もあるとの指
摘もある。
認知能力については、その加齢による変化について、短
期記憶能力は50歳を境に急激に衰える一方日常問題解決
能力や言語能力は経験や知識の習得に伴ってむしろ向上す
るとの研究成果＊3があり、身体機能についても、1992年
時点での高齢者の歩行速度に比べて2002年の高齢者の歩
行速度は速くなっており、男女とも11歳若返っていると
の研究成果＊4がある。
他方、高齢者の加齢による自立度の観点からは、2030
年時点では約8割の高齢者は介護不要で自立的に暮らして
いるという予測データがある（図表2-3-2-1）とともに、
介護が必要になる年齢についても個人差があるとの研究成果もある（図表2-3-2-2）

このように、65歳以上の高齢者を「高齢者は身体機能や認知機能が低下する」といった既成概念で括ること
は適切ではなく、個々人によって状況は異なっている。また、高齢者の社会参加意識についても、「働けるうち
はいつまでも働きたい」と考える高齢者が30％を超える（60歳以上の有職者）という調査結果＊5もある。今後
の活力ある超高齢社会の実現にあたっては、知恵やノウハウを豊富に有する「アクティブシニア」が多く存在す
るようになることを念頭におき、多くの高齢者が可能な限り長く自立して暮らし、年齢を問わず、その知恵や経
験を活かして積極的に社会参加できるよう、「健康寿命の延伸」を図ることが重要といえよう。

（2）進む高齢者のICT利活用

ICT利活用が広まるにつれ、高齢者のICTに対する考え方や利用状況に変化が見られる。インターネットの利
用状況は平成24年末に65～69歳が60％以上、70～79歳が40％以上となっている。平成20年末と比較すると、
65～69歳は25％超、70～79歳は20％程度も利用率が上昇しており、年々おおむね増加傾向にある（図表2-3-
2-3）。

＊3	 Cornelius	and	Caspi（1987）
＊4	 鈴木隆雄他「日本人高齢者における身体機能の縦断的・横断的変化に関する研究」（第53巻第4号「厚生の指標」平成18年4月，p1-10）
＊5	 内閣府　高齢者の健康に関する意識調査（平成24年）http://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/h24/sougou/gaiyo/index.html

高齢者の加齢による自立度図表2-3-2-2

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（秋山弘子「長寿時代の科学と社会の構想」より）

要介護者の割合の推移図表2-3-2-1

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」（みずほコーポレート銀行産業
調査部「みずほ産業調査vol.39　日本産業の中期展望」（平成24年5月）より）

２－３－２－１ いつまでも活力ある生活を望む高齢者 

出典：内閣府「高齢者の健康意識に関する調査」平成19年度 

※６０歳以上の男女からの回答を集計。 
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出典：みずほコーポレート銀行産業調査部 「日本産業の中期展望」 

■ 2030年において、介護不要で元気な高齢者は全体の８割を占めると推測される。 
■ 「何歳まで働き続けたいか」については、「働けるうちはいつまでも」との回答が４割以上と最も

多くなっている。 

4 
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ICTの利用スタイルも大きく変わる見込みである。これまで、高齢者はICTの利用経験が乏しいことが多く、
ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）についても、若年層に比べ高齢者の利用が進んでいない（図
表2-3-2-4）。しかしながら、これからの高齢者はICTを日常的に活用し、自らの活動領域をICTで広げていく
ことが想定される。特に、SNSの活用等により、高齢者が蓄積した知識・経験を生かして、若い世代との交流
を促進したり、地域づくり等の社会参加を進めていくことが重要と考えられる。

利用したいICTサービスについて、高齢者（65歳以上）、高齢者予備軍（40歳～64歳）それぞれに尋ねた＊6

ところ、健康・医療・介護関係のICTサービスでは、全般的に高齢者よりも高齢者予備軍の方が比較的サービ
ス利用意向が高く出る結果となった。交流・買物・移動関係のICTサービスでは、ほぼ近似する結果となって
いる。安全・安心やスキルアップ関係のICTサービスでは、「災害情報を自宅に知らせてくれるサービス」や
「パソコンやインターネットの使い方を教えてくれるサービス」で高齢者が高齢者予備軍よりも利用意向が高く
出る結果となった（図表2-3-2-5）。

インターネットの年齢階級別利用状況図表2-3-2-3

（出典）総務省「平成24年通信利用動向調査」
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 全　体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～79歳 80歳以上

 75.3 68.9 95.5 96.3 95.7 92.0 82.2 63.4 37.6 27.7 14.5

 78.0 68.6 96.3 97.2 96.3 95.4 86.1 71.6 58.0 32.9 18.5

 78.2 65.5 95.6 97.4 95.1 94.2 86.6 70.1 57.0 39.2 20.3

 79.1 61.6 96.4 97.7 95.8 94.9 86.1 73.9 60.9 42.6 14.3

 79.5 69.0 97.2 97.2 95.3 94.9 85.4 71.8 62.7 48.7 25.7

平成 20 年末

平成 21 年末

平成 22 年末

平成 23 年末

平成 24 年末

ソーシャルメディアの現在の利用数、利用経験（年代別）図表2-3-2-4

（出典）総務省「平成24年通信利用動向調査」
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61.0

69.9

50.2

41.9

48.3

57.4

70.8

86.8

39.0

30.1

49.8

58.1

51.7

42.6

29.2

13.2６０歳以上

５０～５９歳

４０～４９歳

３０～３９歳

２０～２９歳

１３～１９歳

６～１２歳

全体

（％）

利用あり 利用なし

＊6	 調査概要は付注10参照。
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超高齢社会におけるICT活用の在り方　第3節

（3）ICT利活用の動向

超高齢社会におけるICT利活用については、様々な利活用シーンが想定される。前述したとおり、高齢者自
身がICTを活用して学習し、コミュニケーションや社会参加を進めることに加え、医療・介護・健康、就労・
社会参加・コミュニティ、アクセシビリティ・ユーザビリティ・ロボット等に関し、広く社会においてICT利
活用が進むことで、超高齢社会の課題解決に役立つことが期待される。
本項では、超高齢社会におけるICTの利活用が期待される「医療・介護・健康」、「就労・社会参加・コミュ
ニティ」及び「アクセシビリティ・ユーザビリティ・ロボット」の3分野における取組状況を示す。
ア　「医療・介護・健康」における取組の動向
「医療・介護・健康」分野においては、これまでも、遠隔医療や遠隔健康相談、地域医療連携など、ICTを活
用した取組が先進的な地域において実施され、一定の成果をあげてきている。しかしながら、これまでの取組は
「点」としての取組にとどまっており、今後はこれらの「点」の取組をより広い「面」としての本格的な取組に
展開していくことが重要と考えられる。
とりわけ、健康寿命の延伸を図る観点からは、まずは生活習慣病等の慢性疾患の「予防」をしっかり行ってい
くことが重要となる。この点について、新潟県見附市は、健康まちづくりを目指す「Smart�Wellness�City�首
長研究会」のメンバーとして、筑波大学等の指導の下、ICTシステムを活用した健康づくり事業を実施してき
た。この結果、高齢者の体力年齢が平均4.5歳若返り、医療費についても健康づくり事業に参加しなかったグ
ループと比べて年間10万円程度低くなることが明らかになっている（図表2-3-2-6）。また、運動プログラムの
参加者が頭打ちになっている現状を打破し、いわゆる「無関心層」の気づきや行動変容を促すためのツールとし
てのICTの有効性にも注目している。さらに、同研究会に参加する複数の自治体が主体となって、地域住民の
レセプトデータや健診データをクラウドで一元化し、データに基づく健康づくり施策の推進等に役立てるといっ
た取組も始まっているところである。

（出典）総務省「超高齢社会を支えるICTの在り方に関する調査研究」（平成25年）

（％）

高齢者（n=1000） 高齢者予備軍（n=1245）

【交流・買物・移動関係】

（％）

高齢者（n=1000） 高齢者予備軍（n=1245）

【健康・医療・介護関係】

（％）

高齢者（n=1000） 高齢者予備軍（n=1245）

【安心・安全・スキルアップ関係】
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0
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自分で計測した歩数計、血圧計のデータを
メールやインターネットを利用して専門家に
送ると、専門家から自分の健康状態の記録や
アドバイスなどを受けられるサービス

介護施設などで職員の代わり
にロボットが介護してくれる
サービス

家の近くの病院で、テレビ電話やイン
ターネットなどを使って、有名な病院
の医師の手術が受けられるサービス

テレビ電話やインターネットなどを
使って、自宅で医師の診察が受けら
れるサービス

医療機関や介護施設など
で職員が忙しいときなど
代わりにロボットが対話
してくれるサービス

テレビ電話やインターネッ
トなどで、自分の健康状態
に合わせた食事メニューが
提示され、その材料が注文
できるサービス

インターネットなどで、
自分の健康状態に合わせ
た運動メニューが提示さ
れ、継続的な体質改善の
アドバイスを受けられる
サービス

自分の経験や能力、条件に見
合った仕事や地域イベント情
報等を分析、紹介してくれる
サービス

パソコンやインターネットの
使い方を近隣の施設で教えて
くれるサービス

地震や津波などの災害情報を自宅
に知らせてくれるサービス

パソコンやインターネッ
トを使う仕事を近隣の施
設で行えるサービス

スマートフォンやインター
ネットを使って、外出時ある
いは遠方の家族でも、自宅の
家電のスイッチや鍵の開け閉
め等を確認できるサービス

日課、直近の予定、物の
収納場所等を忘れないよ
うにロボットが記憶、気
づかせてくれるサービス

家の中にセンサーを設置し、人が倒れた、
人の動きがない等の異常時に警備員がかけ
つけて安否を確認するサービス

テレビ電話やインターネットなどを使って、
遠方の家族や友人と会話できるサービス

高齢者を安全に目的地ま
で誘導してくれる誘導機
能付きの電動カート・電
動車いす

高齢者が安全に運転できる
ような機能を持つ自動車

子や孫との間で、インター
ネットなどを使って、写真
やビデオレターを簡単に送
ることができるサービス

テレビやインターネットなどで
品物を見て注文し、その日のう
ちに配達されるサービス

高齢者等が利用したいICTサービス図表2-3-2-5
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

また、一部の民間企業では、全社員を対
象とした健康づくりを実施している。具体
的には、通信機能を持つ歩数計の歩数デー
タや体組成計での計測データをからだカル
テサーバに蓄積し、パソコン等から運動量
や健康状態を確認できるようにしている。
これにより、社員の健康づくりの意識を高
めた結果、半年で平均体重が3.6キロ減り、
2008年から2010年の2年間で、加入健
保全体の一人あたり医療費が9％増加した
のに対し、同社は9％の削減に成功してい
る（図表2-3-2-7）。
また、健康づくり事業そのものではない
が、徳島県上勝町では、ICTを活用したいろどりProjectを実施している。生産者、情報センター、農協をネッ
トワークで結び、受発注情報、全国の市況情報を迅速に共有することで、高齢者が生産する日本料理の演出用
「つまもの」となる葉っぱをタイミング良く全国市場に供給している（図表2-3-2-8）。これにより、売上高が平
成10年の1億5,000万円から平成18年に2億7,000万円に増加しただけでなく、高齢者の社会参加が進んだ結
果、高齢者一人当たりの医療費が年間60万円強にまで減少（県内他市町村では100万円近くかかるところもあ
る。）し、高齢化率が44.5％と高率ながら在宅の寝たきり高齢者がゼロになったとのことである（2013年4月
時点）。

ICTを活用した健康づくり事業：民間企業の例図表2-3-2-7

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

いろどりProject（徳島県上勝町）図表2-3-2-8

 ２－３－２－８（いろどりProject）-徳島県上勝町 

生産者（１７７名 平均年齢６７歳） 

インターネット 各々の生産者は、
注文や市場の動向
予想に基づいて、
「つまもの」を採
取・収穫 

収穫した「つまも
の」を集荷し、集
出荷場へ搬送 

集出荷場（ＪＡ上勝 選果場） 

市況の把
握、 
情報提供 

   サーバー 
（情報管理・蓄積） 

需要に応じた  
「つまもの」の 
集荷、全国へ出荷 

情報センター 
（株式会社いろどり） 

いろどり専用ＰＣ 

現在の受発注情報、
市況の共有 

 地場産品ビジネスへの従事が高齢者の生きがいにつながり、 
高齢者医療費の削減や、健康状態の改善（寝たきり解消）を実現 

事業概要 効果 

◆生産者、情報センター、農協の間をネットワークで結び、受発注情報、全国各市場（３８
卸売会社）の市況を迅速に把握、共有 
◆生産者はそれぞれが日本料理の演出用「つまもの」となる葉っぱを生産・収穫し、注文に
応じて出荷 
◆ＩＣＴの活用により、少量多品種の品物をタイミング良く全国市場に供給し、個々のニーズ
にきめ細かく対応することが可能に 

（売上高が事業実施後、約1．5倍に） 
○売上高                    
１４９百万円（H10） → ２７０百万円（H1８） 
○農協組合員のPC利用者数は、一貫して増加 
４０組合員（H10）  →    ９８組合員（H1８） 

「いろどり」プロジェクト成功の結果、 
◆上勝町の高齢者一人当たりの医療費は年間６０万円強にまで減少（県内の他市町
村では１００万円近くかかっているところも） 
◆高齢化率５２．４％（２０１０年１０月国勢調査）と高率ながら寝たきり高齢者はゼロ
（２０１０年４月時点） 

7 

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

ICTを活用した健康づくり事業：地方自治体の例図表2-3-2-6

２－３－２－６ ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立 

例② 高齢者の就農による健康づくりの推進 

 高齢者の就農など、地域における多様な働き方と健康増進等、経済性を兼ね備

えた健康モデルの確立と普及促進に向けた実証等 

具体的な施策内容 

資料１ 

 地場産品ビジネスへの従事が高齢者の生きがいにつながり、 
高齢者医療費の削減や、健康状態の改善（寝たきり解消）を実現 

◆高齢者一人当たりの医療費は年間 
６０万円強にまで減少（他市町村では
１００万円近くかかっているところも） 

◆高齢化率５２．４％（２０１０年１０月国
勢調査）と高率ながら寝たきり高齢者
はゼロ（２０１０年４月時点） 
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各々の生産者は、注
文や市場の動向予想
に基づいて、「つま
もの」を採取・収穫 
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市況の把握、 
情報提供 

需要に応じた  
「つまもの」の 
集荷、全国へ出荷 
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（情報管理・蓄積） 

いろどり専用ＰＣ 
現在の受発注情報、
市況の共有 

◆売上高が事業実施後、約１．５倍に 
 ○売上高                    
  １４９百万円（H10）→２７０百万円（H18） 

徳島県上勝町の事例 

■ 健康増進 ■ 経済性の確立 

■ ＩＣＴシステムや健診データ等を活用した健康モデル（予防）の確立・普及に向け、地方自治体や企業が主体と

なった大規模な社会実証を実施するとともに、健康ポイント等のインセンティブ措置の在り方についても検討し、

それらの成果を踏まえた普及を促進 

65.4

60.9

50

55

60

65

70

開始時 3ヵ月後

4.5歳の
若返り

（データ数 2,132人）
（歳）

開始時の暦年齢

58.0 歳

p<0.05

■対照群 282人

平均年齢70.2歳

◆実施群 94人
平均年齢70.1歳

ｐ＜0.05

35.6万円

22.9万円

32.5万円

24.4万円

22.4万円

27.0万円

27.3万円

42.9万円

22.8万円

37.4万円

45

開始時 1年後 2年後 3年後 4年後

健康づくり実施群

対照群

差額：104,234円

対
象
者
１
人
あ
た
り
医
療
費
（円
／
年
／
人
）

40

35

30

25

20

（万円）

データの蓄積・解析による 
健康状態の「見える化」 

企業・自治体 
における指導等 

行動変容を促し、健康維持・増進を実現 

健康データ等の計測 

■ 体力年齢の若返り ■ 医療費の削減 

登録 解析・活用 

自治体・企業
（保険者） 

歩数計 

体組成計 

健康情報データ
ベース 

バイタルデータ 

国保情報 

社保情報 

新潟県見附市の事例 

※ 大規模な社会実証を実施 

 ＩＣＴを活用した健康モデルの確立・普及 
 「予防」に対する国民全体の意識・行動変容を促すための施策の推進 

・ インセンティブの付与 

具体的な施策内容 

例① 健診データ、レセプトデータ等に基づく健康づくりの推進 

3 

ICT活用による個別運動プログラムの成果（新潟県見附市）

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

平成25年版　情報通信白書252



I
C
T
の
活
用
に
よ
る
社
会
的
課
題
の
解
決

第
2
章

超高齢社会におけるICT活用の在り方　第3節

イ　「就労・社会参加・コミュニティ」における取組の動向
（ア）「就労」における取組の動向
生産年齢人口が減少していくなか、働く意欲はあっても様々な制約により働くことのできない高齢者がいるこ
とから、ICTを用いて新しいワークスタイルの実現を可能にすることで、このような高齢者の社会参加を促す
ことが期待されている。
千葉県柏市では、高齢者が空いた時間や得意な能力を活かして就業参加できるように、ICTを用いて複数人
の予定をマッチングすることで、切れ目のない業務マネージメントを行っている（図表2-3-2-9）。これにより、
高齢者に限らず若者も含めたベストミックス就労が可能になり、高齢者のみならず働く人の生きがいのある就労
を実現している。

また、クラウドソーシングというネットワークを活用した新しい働き方も存在する。一部民間企業では、クラ
イアントから受けたデザイン、システム開発、コンテンツ作成等の業務を会員に発注し、会員は自宅等でパソコ
ンを用いて業務遂行する取組を行っている。実際に50代の会員でもクライアントから高い評価を受けながら継
続的に業務に取り組んでいる事例もあり、今後の有望なワークスタイルのひとつになり得ると考えられる。
徳島県神山町では、新たなワークスタイルとして、都市部のベンチャー企業のサテライトオフィスを誘致する
取組が行われている。同町においては高速の通信ネットワークが整備されていることから、過疎地域にもかかわ
らず、ICTを活用して都市部と同様の業務を行うことができ、社員が自然とふれあいながら仕事と余暇、仕事
と介護・子育てを両立させているとのことである。
さらに、子育て中の女性の活力を引き出すという観点のみならず、介護退職が今後増加する点を踏まえ、就労
しながらの介護や介護が終わってからの就労を可能とする観点から、テレワーク（在宅勤務）の活用が課題と
なっているが、一部企業では在宅勤務やサテライトオフィス等を活用した新しい働き方が進んでいるものの、現
状ではテレワークの活用が進まない理由として、テレワークそのものの認知度がまだ低い、あるいは、テレワー
クの導入方法が分からない企業が多いといった点のほか、テレワークでできる仕事は限られているという経営層
の思い込みがあると指摘されている。場所と時間にとらわれない柔軟な働き方である「テレワーク」は、労働生
産性の向上という観点からも有効なツールであり、その活用が求められよう。
（イ）社会参加・コミュニティ
「社会参加・コミュニティ」分野においては、コミュニティ意識の希薄化や独居の高齢者の増加等を受け、コ
ミュニケーションの活性化を図ることが重要と考えられる。

ICTを活用したベストミックス就労モデル図表2-3-2-9

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」
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宮城県栗原市の複数地区から
選定した6地区を構成する全
160行政区の65歳以上の住民
に対して悉皆調査を行なったと
ころ、行政区の社会的なつなが
り（ソーシャルキャピタル）が
深いほど、健康度が高いとの結
果が出た（図表2-3-2-10）。現
在は、ソーシャルキャピタルと
健康度が両方とも低い行政区に
おいて、社会的なつながりを深
めるための交流活動が行なわれ
ている。なお、2012年に東京
都奥多摩町で行われた同様の調
査においては、ソーシャルキャ
ピタルの高い地区ほど、遠隔医療相談の効果が高いとの結果が出ている。
このように、高齢者のコミュニケーションを活性化させ、地域コミュニティの絆を深めることは非常に重要で
あり、その際にはICTの利活用が有効と考えられる。この点、コミュニケーションツールとしてのソーシャル
ネットワークの有効性が指摘されているが、千葉県柏市における高齢者のICT利用傾向に関する調査結果（図
表2-3-2-11）では、電子メールやウェブ検索等については、60％程度が「よく使っている」と回答し、利用が
広がっていると考えられる。しかしながら、ソーシャルネットワークやネット電話等については、「よく使って
いる」と回答したのは10％以下にとどまる一方、70％弱が「使ったことがない」と回答しており、必ずしも高
齢者の利用が広がっているとは言いがたい結果となっている。

岩手県大船渡市では、いち早く高齢化が進む被災地において、地域コミュニティの復活を目指す取組として、
被災住民が交流するためのインターネットサイトを開設
し、ソーシャルネットワークとの連携を行うだけでな
く、被災地域の公民館にインターネットを整備し、地域
内外のボランティアがパソコンやインターネットの相談
に乗っている。これにより、高齢者のICT利活用が進
んでいるだけでなく、リアルなコミュニケーションが生
まれている（図表2-3-2-12）。
東京都北区では、地域の主婦や若者が高齢者の生活を
ICTにより遠隔で見守り、生活支援を行う事業を実施。
高齢者とのコミュニケーションには、使いやすいイン

岩手県大船渡市 デジタル公民館まっさき図表2-3-2-12

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

ソーシャル・キャピタル指数と住民健康度の関係（平成23年調査）図表2-3-2-10

（出典）ICT超高齢社会構想会議報告書
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地域のつながり、健康度 
ともに良好な地区 

健康度、地域のつながり 
ともに良好でない地区 
市として対策が必要 

--2.00 2.00 

いくつかの地域で 
「サロン」活動 

高齢者のICT利用傾向図表2-3-2-11

© 2013 IBM Corporation 

２－３－２－１１ 高齢者のICT利用はごく限定 

高齢者のICT利用傾向 

書面によるアンケート調査 
回答者数： 171名 
実施時期： 2012年9月 
対象地域： 千葉県柏市 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｅメール

Web検索

ワープロ

表計算ソフト

オンラインショッピング

SNS

ネット電話・ビデオ電話

よく使っている 使ったことはある 使ったことがない 無回答

電子メール 

ウェブ検索 

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」
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超高齢社会におけるICT活用の在り方　第3節

ターフェースを備えたタブレット端末を使用し、タブレットを一緒に触って学び教えあう場を設置するだけでな
く、サポーターによる技術支援も行った。この結果、ICTを使いこなしたいという動機を起点に、年齢に関係
なく互いに支えあうコミュニティが形成されている（図表2-3-2-13）。

　

ウ　「アクセシビリティ・ユーザビリティ・ロボット」における取組の動向
高齢者のICT利活用の進展に伴い、使い勝手のよいICTシステムの開発・実用化も進められている。高齢者
の身体的機能の低下を補完しつつ、コミュニケーションを通じてその活力を引き出すICTシステムの開発・実
用化の推進は、今後の超高齢社会の活動を支える有力なツールになるとともに、新たな市場や産業の創出という
観点からも重要である。
有力な技術開発分野として期待されるのが、パーソナルデバイス技術、アクセシビリティ技術、音声対話によ
るインターフェース、センサーデータと解析技術やスキル推定技術といった分野である。これらの技術の開発・
実用化を進め、高齢者が使いやすいサービスを実現することが期待される。
このような技術の一端として、文字の拡大表示機能や音声応答システムを持ったスマートフォンやタブレット
端末、センサーから得たデータに基づいてナビゲーションや端末の操作方法を音声でささやいてくれるインター
フェース等の機能が開発されている（図表2-3-2-14）。また、国民全体の平日のテレビ視聴時間が3時間程度と
なっているのに比べ、70歳以上の高齢者は5時間以上テレビを視聴している等＊7、テレビが高齢者にとって身
近な存在であることを踏まえれば、その活用は重要と考えられる。

きづなプロジェクト図表2-3-2-13

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

サポータへの 
医療助言チーム 

ICT技術が得意な僕達が 
きづなサポータをサポートするよ 

【きづな】サポーター22名 

タブレットツールが 
世代間の絆の証に。 

技術支援 

くらし支援 

安否確認 

情報提供 

しっかりした地域コミュニティ＝東京都北区王子二丁目町会 
縦のつながりではない、隣どおし、お互い様という緩やかな横のネットワーク 

 
実施主体本部 

 

NPO法人 
ＥＢＨ推進協議会 

 

【きづな】 

ICTサポータ 14名 
プロジェクト参加者 
主にひとり暮らしの 

高齢者の方 64名 

人 

組織 

きづな事務局 

コミュニケーション支援ツール 
タブレットサイズモバイル端末 

 
同じ操作性のハードを参加者全員が共有 

分かりやすく 
発信者の顔の見える 
的確な情報の伝達 

東京都北区  

王子二丁目地域プロジェクトとして実施    平成22年度（H22.11〜H23.3) 

ケアが得意なわたし達が 
くらし支援をするわ 

おお、ならば、われら長く 
生きたものたちが、お返しに、人生を生き
抜く知恵を授けよう 

２－３－２－１３ 全体の仕組み 

2013/02/14 ICT超高齢社会構想会議への提案 12 

＊7	 NHK放送文化研究所「国民生活時間調査」（平成22年）

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

文字の拡大表示（左）、ささやきインターフェース（右）図表2-3-2-14

© 2012 IBM Corporation

次の角を右に曲がって
すぐ右手です

どうやって
操作するの
かしら…

・・・ 

まず、お金を右下の
投入口に入れて下さい

ささやき音声

2-3-2-14 ささやきインターフェース 

• センサーデータの解析により状況に合わせたナビゲーションを実現 
• 音声による自然な情報伝達 

?

車が近付いています
お気をつけて

ささやき音声

ささやき音声

14
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また、高齢者の外出への意識は強
いものの、身体機能の低下により外
出が難しくなる点を踏まえ、高齢者
の移動の容易性を確保することで、
社会参加への障害を取り除くことが
必要である。主な移動手段としては
自動車が挙げられるが、知覚機能の
低下による見落としや反応速度の遅
延等により、高齢者ドライバーの交
通事故は年々増加している。このよ
うな点を踏まえれば、歩行者衝突回
避システムや次世代運転支援システ
ム（図表2-3-2-15）等のITSの導
入が有効である。また、高齢者の用途が少人数・近距離であることを踏まえ、小型で低燃費だが、アクセルとブ
レーキの踏み間違いを感知し自動で停止する等、事故防止機能や運転支援機能の備わった高齢者に使いやすい自
動車を開発・普及することが有効である。
シニア層にターゲットを絞り込み、ユニバーサルデザインの考え方をいち早く取り込んだスマートフォン等の
モバイル端末の開発・実用化も進んでおり、ハードのみならず、ソフト・サービスまでのトータルパッケージが
提供されている。また、今後、在宅や介護現場での導入が期待されるロボット分野についても、ロボットを認知
症高齢者との対面ふれあい等に活用し、センサーにより感知した高齢者の状況に応じて、あたかも生きているか
のような擬人的動作や豊かな感情表現を行うことで、高齢者を癒し活性化することが期待される。
また、ロボット分野については、単体ロボットの導入のみならず、単体ロボットとセンサーやスマートフォン
等のモバイル端末がクラウド環境で統合的に連携するプラットフォームの構築により、高齢者の様々な生活シー
ンを支えることが期待されており、そのようなプラットフォームの開発・標準化が進められている。

（4）諸外国との連携

世界的な高齢化の進展に伴い、諸外国においても超高齢社会対応の取組を強化している。例えば、EUは、成
長戦略（Europe2020）及びICT戦略（Digital�Agenda�for�Europe）において、高齢社会関連のICT施策を
重要施策として位置づけてプロジェクトを実施しており、韓国は、健康・医療分野におけるICT政策やプロジェ
クトを推進するとともに、ヘルスケア分野のICT利活用を成長産業や輸出産業として位置づけている。このよ
うに世界的にも超高齢社会に対する「処方箋」へのニーズは高く、今後日本が課題解決方策を確立し、グローバ
ル展開を図っていくことが重要である。�
各国での取組強化の動きと併せて、国際機関における議論も活発化している。例えば、最近の事例として、平
成24年5月に北京で開催された「日中韓高齢社会3か国会議」（中国：国務院参事官室、韓国：大統領府未来企
画委員会、日本：早稲田大学の共催）、平成24年9月にOECD-APEC-早稲田大学の共催で開催された国際会議
「超高齢社会と情報社会の融合」において、専門家の間で、世界に先駆けて超高齢社会に突入した日本社会を中
心モデルとした議論が展開された。また、APEC基金を活用した「ICT高齢社会応用プロジェクト」が実施さ
れているところである。我が国の取組事例を海外に展開するとともに、諸外国とともにこのグローバルな課題に
対応するため、これらの国際的なネットワークを今後も継続・拡大していくことが重要である。

車やインフラの協調による次世代運転支援システム図表2-3-2-15

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

２－３－２－１５ インフラ協調システムの実用化 

周辺車両存在情報提供 歩行者存在情報提供

車車間・路車間・歩車間通信＋ｾﾝｻｰ等による運転支援システムの実
用化⇒700MHz帯の電波を利用した次世代運転支援システム

１３
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総務省の取組─ICT超高齢社会構想会議の内容─3
今後、アジアを中心とした世界各国が高齢社会を迎えるが、これに先行する我が国が、課題解決先進国とし
て、ICTにより「一人ひとりが安心して元気で暮らすことのできる活力ある社会」を実現し、なおかつ、経済
成長をも成し遂げられることを世界に示すとの考えから、総務省では、ICT成長戦略会議傘下の8つの会議のう
ちのひとつとして、昨年12月から、ICT超高齢社会構想会議（座長：小宮山宏/㈱三菱総合研究所理事長）を
開催し、2020年を視野に、そのような社会の実現に向けて必要となるICTの活用方策について検討した。同会
議報告書＊8の内容を紹介する。
同会議では、社会の閉塞感を打破し、パラダイムシフトをもたらす原動力としてICTを最大限活用していく
ことが必要であるとの共通認識の下、目指すべき超高齢社会の在り方について議論を重ね、その上で、
ア�　超高齢社会の到来がもたらす様々な政策課題のうち、ICTを活用することにより、明確な解決方策を提示
できるものを重点的に検討すること。
イ�　今後の超高齢社会における高齢者を、必ずしも「支えられる」存在としてのみとらえるのではなく、現役世
代とともに社会経済活動を「支えていく」存在としてもとらえる必要があること。
ウ�　ICTシステムやサービスの開発・普及については、供給者目線ではなく、利用者目線に立って検討を進め
ること。その際には、生産性や効率性のみを追求するのではなく、運用コストも含めた持続可能性を念頭に置
くこと。
エ�　多様化する社会のニーズに対応し、新産業の創出につなげるため、ICT産業内の連携に加え、ICT産業と
他産業との異業種連携（オープンイノベーション）を進めること。
オ�　国内におけるICTシステムやサービスの普及を促進することは言うまでもないが、同時並行的に急速に高
齢化が進むアジア諸国を中心とするグローバル展開を目指すこと。
の5項目を内容とする「スマートプラチナ社会」の実現を今後のミッションとして示した。スマートプラチナ
社会とは、「シルバー」を越え、すべての世代がイノベーションの恩恵を受け、いきいきと活動できる超高齢社
会のことであり、ICTにより、安心・元気なくらしを創造することを目指すものである。
さらに、同会議では我が国が目指すべき超高齢社会のビジョンを以下の3点に集約し、その実現に向けたICT
の活用方策（図表2-3-3-1）を示した。
①�　すべての国民が、可能な限り長く健康を維持し、自立して暮らすことができ（健康寿命の延伸）、また、病
気になっても住み慣れた地域で、質の高い医療・介護サービスを享受することができる社会の実現
②�　健康で意欲のある高齢者が、その経験や知恵を活かし、現役世代と共生しながら、生きがいを持って働き、
コミュニティで生産活動や社会参加ができる社会の実現
③�　世界に先駆けて超高齢社会を迎えた我が国が、課題解決先進国として、その解決方策となるICTシステム・
サービスの日本モデルをいち早く確立し、新産業の創出とグローバル展開を実現
同会議報告書では、ICTの積極的な活用に加え、法規制の在り方等社会制度そのものの見直しを含む環境整
備を行うことにより、すべての国民がその健康を維持し、また、健康で意欲のある高齢者が現役世代と共生しな
がら生きがいを持って就労・社会参加できるといった活力ある社会を実現することが重要であることも提言され
ている。

＊8	 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu02_02000069.html
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また、同会議では経済効果推計を行った。超高齢社会においては、医療・介護・健康分野、移動・住まい分
野、就労分野、コミュニティ・社会参加分野等の各分野において、ICTを活用した新産業が創出されると考え
られる。経済的影響を推計するに当たっては、各分野におけるICTシステム・サービスを想定した。具体的に
は、医療・介護・健康分野では、遠隔健康相談システム、予防医療・疾病管理サービス、医療情報連携サービ
ス、移動・住まい分野では、見守りサービス、ライフサポートサービス、就労分野では、クラウドソーシング、
テレワーク、コミュニティ・社会参加分野では、生活支援関連ロボット等が考えられる。
上記で想定した新産業について、ICT超高齢社会構想会議では、現状（2011年）の最終需要と2020年の最
終需要を推計＊9したところ、現状（2011年）の高齢者向けICTを活用した新産業の経済効果（直接経済効果と
間接経済効果の合算）は約1兆7,111億円と推計した。さらに、2020年時点の経済効果を2つのケースに従っ
て推計した。これは、①施策効果により、潜在的に利用意向のある消費者の利用が拡大したケースA、②施策効
果により、想定される高齢者ユーザーのほぼすべてが利用するケースB、である。2020年時点の経済効果は、
ケースAが約10兆6,939億円、ケースBでは約23兆3,676億円となった（図表2-3-3-2）。

目指すビジョンのため推進すべき施策図表2-3-3-1

（出典）総務省「ICT成長戦略会議」（第4回）資料

高齢者向けICTを活用した新産業（システム・サービス）の経済効果図表2-3-3-2

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」

図表2-3-3-2 高齢者向けICTを活用した新産業（システム・サービス）の経済効果 

現状 

医療・医薬産業 

介護産業 

生活産業 

医療・医薬産業 

介護産業 

生活産業 

間接経済効果 

直接経済効果 

医療・医薬産業 

介護産業 

生活産業 

間接経済効果 

直接経済効果 

2020年 
（ケースＡ） 

2020年 
（ケースＢ） 

10.6兆円 
23.3兆円 

潜在的に利用意向のある高齢
者等の利用が拡大するケース 

当該ＩＣＴシステム・サービスが想定
する高齢者等ユーザのほぼ全て
が利用するケース 

2.9兆円 

7.7兆円 

6.2兆円 

17.0兆円 

71.4兆円 

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」 

＊9	 算定に当たっては、各種データソース（日銀短観、特定サービス産業実態調査等公的統計の他、民間調査機関調査の統計も使用）に加え、ア
ンケートの調査結果を用いた。
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